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自家用有償旅客運送（公共ライドシェア）の制度概要 

～福祉有償運送について～ 
 

 

１ 制度概要 

(１) 自家用有償旅客運送とは 

バス・タクシー事業が成り立たない場合であって、地域における輸送手段の確保が必要な

場合に、必要な安全上の措置をとった上で、市町村や NPO 法人等が、自家用車を用いて提

供する運送サービスです。 

まず、道路運送法の許可を受けたバス・タクシーといった既存の交通事業者の活用を十分

に検討する必要があります。 

その上で、既存のバス・タクシー事業者による輸送サービスの提供が困難な場合には、地域

の関係者による協議を経た上で、道路運送法の登録を受け、必要な安全上の措置が講じられ

た「自家用有償旅客運送」を活用することとなります。 

 

(2) 実施主体 

自家用有償旅客運送は以下の団体等が主体となって実施することができます。 

 

 

 

自家用有償旅客運送は、バス・タクシー事業者によることが困難な場合に、移動手段確保

の役割を担う、重要な制度として位置づけられています。 

 

＜出典＞ 
国土交通省 
・地域公共交通会議の設置及び運営に関するガイドライン 
・自家用有償旅客運送（公共ライドシェア）ハンドブック 
の主な内容を抜粋し、再構成 
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(３) 登録の流れ 

    自家用有償旅客運送の登録は、以下の①②の流れで進めます。 

 

(４) 自家用有償旅客運送の種類 
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(５) 旅客の範囲 

 

 

(６) 使用する自動車 

    自家用有償旅客運送の実施主体が、その自家用自動車の使用権原を有していることが必

要です。 

    福祉有償運送については、乗車定員１１人未満の自動車であって、以下に掲げる自動車で

あることとされています。 

   ア 寝台車：車内に寝台（ストレッチャー）を固定する設備を有する自動車 

   イ 車いす車：車いすの利用者が車いすのまま車内に乗り込むことが可能な自動車であって

スロープ又はリフト付きの自動車 

ウ 兼用車：ストレッチャー及び車いすの双方に対応した自動車 

エ 回転シート車：回転シート（リフトアップシートを含む。）を備える自動車 

オ セダン等 

 

 

(７) 運転者の資格要件 

    「２種運転免許保有」又は「１種運転免許保有＋自家用有償旅客運送の種類に応じた大臣認

定講習の受講」が必要です。 

     福祉有償運送  ⇒  福祉有償運送運転者講習 

                    （セダン型の車両を用いる場合は）セダン等運転者講習 

 

 

 



4 

 

(８) 運行管理、整備管理の体制 

ア 運行管理の体制について 

・ 運行管理の責任者を選任することが必要となります。 

・ 次のいずれかの場合には、事務所ごとに、以下に掲げる a.～ c. のうち、いずれかの

要件を満たす運行管理の責任者を選任します。 

乗車定員 11 人以上の自動車（1 台以上）の運行管理を行う事務所である場合 

乗車定員 11 人未満の自動車（5 台以上）の運行管理を行う事務所である場合 

・ 運行管理の責任者は、20 台ごとに 1 人選任する必要があります。（運行管理者の資

格を有する者を選任する場合は 40 台ごと） 

・ 事業者協力型自家用有償旅客運送を行う場合は、当該協力事業者の運行管理者を運

行管理の責任者として選任する必要があります。 

 

イ 整備管理の体制について 

・ 整備管理の責任者を選任することが必要となります。 

・ 以下の場合には、道路運送車両法施行規則 31 条の４に定める整備管理者の資格を

満たす整備管理の責任者を選任します。 

 乗車定員 11 人以上の自動車（１台以上）の運行管理を行う事務所 

・ 事業者協力型自家用有償旅客運送（公共ライドシェア）を行う場合は、当該協力事業者

において、整備管理の責任者を選任することが必要な場合があります。 
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(9) ＜参考>事業者協力型自家用有償旅客運送制度 

道路運送法の改正により、令和２年１１月から、運行管理や車両の整備管理について一般

旅客自動車運送事業者（バス・タクシー事業者）が協力する「事業者協力型自家用有償旅客運

送制度」が創設されました。 

 

   （制度のイメージ図） 

 

２ 協議事項 

会議で検討していただく主な事項は、次の３点です。 

(１) 福祉有償運送の必要性 

(２) 運送の区域 

(３) 旅客から収受する対価 

 

３ 福祉有償運送の必要性とは 

(１) 当該地域における福祉有償運送の必要性が認められる場合とは、 

ア タクシー事業者等による福祉輸送サービスが実施されていないか又は直ちに提供される

可能性が低いと認められる場合 

イ 地域に福祉輸送サービスを実施しているタクシー事業者等は存在するものの移動制約者

の需要量に対して供給量が不足していると認められる場合 

があり得ます。 

 

(２) 福祉有償運送の必要性は、地域の実情に応じて地域公共交通会議において適切に判断

されることが必要です。 
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４ 運送の区域とは 

地域の移動ニーズや、実施する自家用有償旅客運送の種類に応じて、運行する「路線」又は 

「区域」を定め、登録申請書に記載します。 
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５ 旅客から収受する対価とは 

旅客から収受する対価については、以下のとおり、基準が設けられています。 

(１) 実費の範囲 

旅客から収受する対価の要件は、以下のように定められています。 

・ 旅客の運送に要する燃料費や人件費等の実費の範囲内であると認められること。 

・ 合理的な方法により定められ、かつ、旅客にとって明確であること。 

  

(2) 設定方法 

旅客から収受する対価の設定方法は、以下のように定められています。 

・ 距離制 （例）1 ㎞○円 

・ 時間制 （例）10 分○円 

・ 定額制 （例）1 回○円 

※これらのいずれにもよりがたい場合にあっては、地域の実情に応じた運送の対価につ

いて地域公共交通会議において協議が調ったうえで、設定を行うことができる。 

  

(3) 地域公共交通会議等における協議 

自家用有償旅客運送において旅客から収受する対価は、地域公共交通会議等において協

議が調ったものであることが必要です。 


